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人口減少、老朽インフラ、防災・災害対
応、脱炭素、産業競争力強化など、現
場ではこれら課題が複雑に絡み合う。

限られたリソース（予算・人材等）で、
バラバラには解けないこれら複雑課題か
ら、全体最適を実現する必要。

・センサー技術、
・5G・高速通信技術、
・AIとデータ解析技術、
・クラウド技術、
等により、デジタルツインを現実的コスト
で持続的に運用できる環境が実現。

ひとりひとりの幸福を実現するウェルビーイン
グ社会では、行政、企業、住民など多様
な主体の関与が不可欠。誰もが直感的に
共有できるデジタルツインはその基盤。

「建築・都市のDX」が目指す社会

「建築・都市のDX」の背景（なぜ今、デジタルツインか）

組織の壁、産業の壁、分野の壁を、デジタ
ル上なら、誰もが自由に乗り越える。「縦
割り」構造を打破し、現実空間の再構築
につなげていく可能性。

生産年齢人口の減少は加速化し、
建設・運輸・介護・小売等のあらゆる現
場で熟練者が減少。

3Dで現場を可視化し、ロボティクス、
自動運転、ドローンなど遠隔支援・省
力化・自動化を実現する必要。
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「建築・都市のDX」とは

都市全体の空間情報の3次元デジタル化
（Project PLATEAU）

2027年度:500都市（目標）

建築物の形状・材質・施工方法の3次元データ化

建築BIM ３D都市モデル

不動産を一意に特定する情報連携キー

不動産ID

空間上の位置・区域等に
紐づけられた様々な情報等

（国土数値情報、地籍成果等）

地理空間情報

「建築・都市のDX」が目指す社会
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＋ 郵便番号 住所 位置情報

1000013 千代田区霞が関
2－1－1

35.434863
/139.688193

不動産ID

123456789

2026年:BIM図面審査開始

※2027年:第5期基本計画
（予定）

2027年度:試験運用開始



「建築・都市のDX」のインパクト
「建築・都市のDX」が目指す社会
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1.5倍
2015～2024

「建築・都市のDX」に関わる幅広い分野の課題（例）
「建築・都市のDX」が目指す社会
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実装が期待される主なユースケース by Project PLATEAU
「建築・都市のDX」が目指す社会
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「建築・都市のDX」が目指す社会
「建築・都市のDX」が目指す社会
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3Dモデルの整備・更新・活用サイクルの確立①
さらなる発展に向けた課題と対応 ～「日常業務等の基盤」への進化～
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





さらなる発展に向けた課題と対応 ～「日常業務等の基盤」への進化～
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3Dモデルの整備・更新・活用サイクルの確立②



行政手続等への３Dモデルの組込⑤
さらなる発展に向けた課題 ～「日常業務等の基盤」への進化～
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行政手続等への３Dモデルの組込①

＜建築行政手続き＞

さらなる発展に向けた課題と対応 ～「日常業務等の基盤」への進化～
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行政手続等への３Dモデルの組込②
さらなる発展に向けた課題と対応 ～「日常業務等の基盤」への進化～
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＜開発許可の手続き＞

さらなる発展に向けた課題と対応 ～「日常業務等の基盤」への進化～
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申請者・地方公共団体に
おいて3D都市モデル活用

▼実装事例における活用状況（フロー図）▼実証対象とした業務シーン（例:屋外広告物の新規/変更申請）

3D都市モデル活用

＜景観関係行政の手続き＞

行政手続等への３Dモデルの組込③
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産学官による持続的ユースケースの開発・定着

 



BIM×3D都市モデル連携BIM×3D都市モデル連携

さらなる発展に向けた課題と対応 ～「日常業務等の基盤」への進化～







3D都市モデル
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3D都市モデル
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BIMを通じた建築データの活用に関するガイドラインで示した考え方
（2025.3 建築BIMを通じた建築データのあり方に関する検討会）

LOD4LOD3LOD2LOD1対象施設
××××宮内庁所管施設
××××防衛関係施設
××○○裁判所関係施設
××○○警察関係施設
××○○刑務所等
××○○外国公館等
××○○空港
××××原子力事業所

3D都市モデル 作成制限施設
（3D都市モデル標準作業手順書）

• 建築物の外形・外観などの秘匿性が低いものや、活用に当たっての公益性が高いものは、原則として公開。
• ただし、防衛施設など安全性の観点から特に配慮が必要な施設は作成・公開の制限が必要。
• これ以外の施設も含め、特に建物の内部空間については、セキュリティ・プライバシーの観点とデータ活用の

有益性・公益性などを比較した上で、
→作成範囲（例:一般立ち入り可能な範囲まで作成）や
→公開範囲（例:サービスに関連する一定の関係者で限定共有、属性情報の範囲を制限）
などの考え方を整理することが必要。

● データの作成・公開

セキュリティやプライバシー等のルールの策定
さらなる発展に向けた課題と対応 ～「日常業務等の基盤」への進化～
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セキュリティやプライバシー等のルールの策定

● データの管理運用体制等の検討

地下埋設物モデルの整備イメージ

• データのオープン化にあたっては、安全な施設管理等の観点を踏まえた情報共有範囲や、データ整備・
更新手法等の運用方法の整理といった課題がある。

• 今後、実際の都市開発プロジェクトを対象として、3D都市モデル（地下埋設物モデル等）の情報を
一元的に管理し関係者間で共有を行うための管理運用体制、情報の共有範囲、データの整備主体
や手法等の運用ルール等についての検討・整理を行う。

• データ活用を進めるに当たって、BIMにより作成された設計図書や３次元の測量成果等に関する著作
権等の知的財産権について、データの整備・更新（変更）や公開・流通（二次利用）といった各段
階について、権利への配慮や権利処理を行うことが必要。

● 考慮すべき権利関係

さらなる発展に向けた課題と対応 ～「日常業務等の基盤」への進化～
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Project PLATEAU）
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国際標準への参画、国際展開（Project PLATEAU）











50
3 2

世界都市化見通
し2025年版」

さらなる発展に向けた課題と対応 ～「日常業務等の基盤」への進化～
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


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

BIM×3D都市モデル連携サイクルの実現
データ連携の推進等
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不動産IDの本格運用と持続的な仕組みの確立
データ連携の推進等

社会実装に向けた検討事項現状

 2024年度は、日本郵便(株)の住
所データを不動産ID用データへ変換
するための手法の検討及びそのデー
タの網羅性の検証を実施。検証の
結果、約90％以上のデータ網羅性
を確認。

 2025年度は、以下事項について検
討を実施。

① 日本郵便データを不動産ID用
データへと変換するフローの確
立

② 不動産IDに位置情報を付与す
る手法の検討

③ 2027年度中の試験運用開始
に向けた先行整備エリアの検討

④ 住民基本台帳への不動産ID
の反映手法の検討

実現を目指す世界（例）

住民基本台帳

• 氏名
• 生年月日
• 住所 …

郵便番号/住所/位置情報

不動産ID

11
11

1
2

32

4

10

7

6

11
11

1
2

32

4

10

7

6

住基データ

住基データ

不動産ID

不動産ID

連携

救急・消防業務の円滑化・空家把握の効率化・バスの
運行ルート検討などの効率化を想定
→救急・消防業務が迅速に行われ、市民生活の安全・
安心に貢献

不動産の特定が可能になり、不動産情報の名寄せや連
携がスムーズに
→不動産業界の効率性向上

都市計画
情報

ガス等
施設情報

学区

四つ谷1-2-3
ハイツ四谷 四谷1丁目2番3号

ハイツ四谷

四谷１ー２ー３
ハイツ四谷

四ツ谷１丁目２ー３
ハイツ四ツ谷

不動産IDにより
データ連携が容易に

ID:XXXX

ID:XXXX

ID:XXXX

不動産業 行政分野

もの
づくり

 日本郵便データ→IDデータへの変換
 位置情報の付与方法
 システム整備

各種
ルール
の整備

 不動産IDの位置付け、桁数等の定義
 不動産IDの持続的な付番・更新・管理方法（管理運営体制、建築確認申請手続きと連携した付

番方法等）
 個人情報保護法等の法令上の整理

利活用

 行政ユースケース展開（住民基本台帳
等の各種台帳との連携等）

 民間ユースケース展開（不動産や保険、
物流等の民間分野での普及推進）

29

2024

日本郵便データを活用した不動産ID（建物ID）の検討開始 試験運用開始

社会実装
（KPI:2030年度

500者の利用）
2025 2026 2027
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MCPサーバー等によるデータ連携環境の整備
データ連携の推進等
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…

３次元施策の連携の相乗効果の発揮による活用拡大
データ連携の推進等
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＜
＞

▲ PLATEAU VIEWにおける空間ID表示機能







３次元施策の連携の相乗効果の発揮による活用拡大
データ連携の推進等
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○

○

「ジオAI研究会」の開催について
データ連携の推進等
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



（参考）「建築・都市のDX」におけるAI活用例




○

○

AI
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データ連携の推進等
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





「建築・都市のDX」官民ロードマップ2.0（2026）
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

















• データ拡充（ハザード等）、商用利用促進・
ユーザー拡大の取組強化（2023～）

• 不動産情報ライブラリ公開・API提供(2024.4)
• データ連携環境の検討(2024)・試作(2025)
（位置情報を活用した土地・建物に関する情報

を一元的に取得できるシステムの検討等）

• 日本郵便のデータを建物毎のデータに変換す
るための課題把握・手法・業務フローの検討

• 不動産IDに位置情報を付与する手法の検討

• 全国的な建築確認のオンライン化
（2025.4）

• BIM図面審査に向けた対応
（システムの開発、制度改正等）

• BIMを通じた建築データの活用に関するガイド
ライン策定（2025.3）

• 先行整備エリアの検討
• 住基台帳への不動産IDの反映手法の検討

• MMS等の効率的手法の促進、街区境界調
査のオープン化仕様検討

• 自治体補助及び民間事業者補助制度
の開始

• PLATEAUビジョン策定に向けた検討

• 建築BIMを用いた３D都市モデルの作成手
法の検討・ドキュメント拡充（2024）

• ユースケースや仕組みの検討（2025～）

「建築・都市のDX」官民ロードマップ2.0（2026）

方向性①３Dモデルの整備・更新・活用サイクルの確立

方向性②行政手続き等への3Dモデルの組込み

方向性③産学官による持続的ユースケースの開発・定着

方向性④セキュリティやプライバシー
等のルールの策定

方向性⑤国際標準議論への参画、国際展開

方向性⑥ BIM×３D都市モデル連携サイクルの実現

方向性⑦不動産IDの本格運用と
持続的な仕組みの確立

方向性⑧MCPサーバ等によるデータ連携環境の整備

方向性⑨ 3次元施策の連携の相乗効果の発揮による活用拡大

方向性⑩「建築・都市のDX」×AI＝ジオAIの推進
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当面の展開（2026）

◎当面のスケジュール（ビジョン等の策定関係）
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（参考）「建築・都市のDX」カンファレンス関係企業リスト①

＜不動産ID官民連携協議会：379社＞
【団体・個社会員】
(一社)不動産協会, (一社)不動産証券化協会, (一社)不動産流通経営協会, (公社)全国宅地建物取引業協会連合会, (公社)全日本不動産協会, (一社)全国
住宅産業協会, (一社)日本ビルヂング協会連合会, (一社)マンション管理業協会, (公財)日本賃貸住宅管理協会, (一社)全国賃貸不動産管理業協会, (公社)
全国賃貸住宅経営者協会連合会, (一財)日本不動産研究所, (公社)日本不動産鑑定士協会連合会, 日本土地家屋調査士会連合会, (一社)不動産情報共
有推進協議会, (一社)不動産テック協会, (一社)不動産建設データ活用推進協会, (一社)DX不動産推進協会, (公社)神奈川県宅地建物取引業協会, (一社)
不動産価値創造支援機構
三井不動産(株), 三菱地所(株), 住友不動産(株), 東急不動産ホールディングス(株), 野村不動産(株), 東京建物(株), 森ビル(株), 三井不動産リアルティ(株),
三菱地所ハウスネット(株), 三菱地所リアルエステートサービス(株), 東急リバブル(株), 野村不動産ソリューションズ(株), 大東建託(株), 大東建託パートナー
ズ(株), 大和ライフネクスト(株), 大和リビング(株), スターツアセットマネジメント(株), 積水ハウス不動産ホールディングス(株), 東京ガス不動産(株), 三菱UFJ
不動産販売(株), (株)長谷工アネシス, アットホーム(株), (株)リクルート, (株)LIFULL, (株)ホームズ, プロパティオン(株), 日本長期住宅メンテナンス有限責任
事業組合,環境機器(株),価値住宅(株), (株)一五不動産情報サービス, (株)谷澤総合鑑定所, (株)東京カンテイ, (公財)不動産流通推進センター,全保連(株),
(株)ライナフ, リーウェイズ(株), (株)GA technologies, RESTAR(株), TRUSTART(株), イクラ(株), クッシュマンアンドウェイクフィールド(株), サンフロンティア
不動産(株), (株)Best Stage, (株)estie, (株)MKM, (株)TERASS, (株)アースウィンド, (株)インテリックス, (株)エレマックス, (株)こくえい不動産調査, (株)ビ
ジュアルリサーチ, (株)フォーラム・ジェイ, ライブラボ,(独)住宅金融支援機構, (独)都市再生機構, 阪急阪神不動産(株), (株)グッドアップ, (株)レオパレス21,
(株)ＡＤワークスグループ, GOGEN(株), (株)アズーム, (株)おきなわアセットブリッジ, (株)おきなわツナガルミライ, シービーアールイー(株), (株)シノケング
ループ, (株)たかのは, ホーム365(株), (株)ライフステージ, (株)ランドネット, (株)鑑定ソリュート佐賀, 千里宅地建物, (株)東急コミュニティー, 南青山リアルエ
ステート(株), 日鉄興和不動産(株), (株)幸伸ホームソリューションズ, 森トラスト(株), (株)バレッグス, (株)iimon, (株)Revent, フランクエステート(株), (株)ナウ
キャスト, (株)エイチエスグローバル, (株)アンビションDXホールディングス, (有)アクセスマネジメント, ラビエスト(株), (株)タウン管理サービス, (株)ファイブイ
ズホーム, こいや不動産,遠航(株), (株)東日本地所,(株)ＧＨエステート,アド.プランニング(株), ユニバーサル・リアルティ(株)

(一社)住宅生産団体連合会, (公社)日本建築士会連合会, (一社)日本建築士事務所協会連合会, (公社)日本建築家協会, (一社)建築設備技術者協会, (一
社)日本マンション管理士会連合会, (一社)マンション計画修繕施工協会,(一社)日本設備設計事務所協会連合会, (一社)住宅履歴情報蓄積・活用推進協議
会, (一社)リノベーション協議会, (一社)安心ストック住宅推進協会, (特非)日本ホームインスペクターズ協会, (特非)日本PFI・PPP協会

大成建設(株), 清水建設(株), (株)竹中工務店, 積水ハウス(株), (株)安藤・間,飛島建設, JR東日本コンサルタンツ(株), (一財)日本建築センター, (株)日本設
計, (株)安井建築設計事務所, (株)市浦ハウジング＆プランニング, (有)ワークス, 新菱冷熱工業(株), 高砂熱学工業(株), TMES(株), 九州旅客鉄道(株), パ
ナソニック ホームズ(株), みとみ(株), 旭化成ホームズ(株), (株)NTTファシリティーズ, (株)双建,（有）グッドライフ黒田工務所
(一社)日本損害保険協会, 損害保険料率算出機構
東京海上日動火災保険(株), 三井住友海上火災保険(株), 損害保険ジャパン(株), あいおいニッセイ同和損害保険(株), AIG損害保険(株),ソニー損害保険
(株), 共栄火災海上保険(株), 三菱UFJ信託銀行(株), (株)ハウスジーメン, (株)三菱UFJ銀行, (株)住宅あんしん保証, (株)日本政策投資銀行

(公社)日本トラック協会, (一財)総合研究奨励会日本無人機運行管理コンソーシアム、日本郵政(株), 日本郵便(株), ヤマト運輸(株), SGホールディングス
(株), 日本放送協会, KDDI(株), NTTコミュニケーションズ(株),(株)NTTデータ, NTT西日本(株), 中日本航空(株), ニフティライフスタイル(株), (株)Drone 
Work System, (株)トルビズオン,(株)ラック, (株)canuu, MetCom(株), (株)出前館, (株)USEN
(一社)日本ショッピングセンター協会、(株)ライドオンエクスプレス, バイナリーノマド(株)
綜合警備保障(株)(ALSOK), ALSOKあんしんケアサポート(株) 43



（参考）「建築・都市のDX」カンファレンス関係企業リスト②

＜不動産ID官民連携協議会：379社＞
【団体・個社会員】
(一社)日本ガス協会, (一社)電力データ管理協会
(株)パスコ, (株)ゼンリン, NTTインフラネット(株), ESRIジャパン(株), アジア航測(株), (株)協振技建, 国際航業(株), 朝日航洋(株), 東亜建設技術(株), (株)
カーネル, ジオテクノロジーズ(株), (株)Geolonia, GeoX GIS Innovations, (株)マップル, (株)オフィス白土
(一財)土地総合研究所, 東京大学不動産イノベーション研究センター(CREI), 立命館大学
インターネットITS協議会
日本電気(株)(NEC), 富士通(株), 富士フイルム(株), 富士フイルムシステムサービス(株), (株)ＮＴＴデータＮＪＫ, 国土情報開発(株),(株)キャドセンター,
ONESTRUCTION(株), (株)AGプラス, (株)ZISEDAI, (株)インテック, (株)エスクロー・エージェント・ジャパン,(株)デジタル・ウント・メア, (株)デジタルガレージ,
(株)ニュースペーパーデリバリー・システム, (株)ＪＯＮ, スマートシティ企画(株), (株)アンドパッド, (株)両備システムズ, (株)帝国データバンクビジネスサービス,
(株)DATAFLUCT, FPTコンサルティングジャパン(株), Pacific Spatial Solutions(株),(株)いえらぶGROUP, (株)エー・エス・ディ,(株)ビットキー, (株)コルダス、
バイオニクス(株),マップボックス・ジャパン(同), 賃貸住宅情報管理機構(株), (株)カナリー, ハウスケープ(株), SBテクノロジー(株), (株)オープンコレクター,
(株)オプティマインド, (株)スライストーン, GMOペパボ(株), (株)レムトス, (同)GruVo, (同)Keychain, Automagi(株), シンプルフォーム(株), (株)トーラス, リ
ニュアル仲介(株),(株) PacPort,(株)日立製作所
(株)野村総合研究所, (株)三菱総合研究所, アクセンチュア(株), パシフィックコンサルタンツ(株), ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研(株), (株)帝国データバンク,
(株)福山コンサルタント, (株)ザイマックス不動産総合研究所, (株)価値総合研究所, (株)スターツ総合研究所, (株)オオバ, (株)スギナプラス, (株)タナベコンサ
ルティング, (株)地域科学研究所, (株)日建設計総合研究所,(株)ドコモ・インサイトマーケティング, (株)サムポローニア, (株)ジチタイアド, (株)五星, (株)新産
業文化創出研究所,日建設計コンストラクション・マネジメント(株), few4c(株), スタイルアクト(株), (公財)流通経済研究所, ワークスアイディ(株), 大和不動産
鑑定(株),(株)ディーア
(株)SYMMETRY, (株)アーバンエックステクノロジーズ, (株)スタイルポート, (株)ホロラボ
(一社)新経済連盟, (一社)社会基盤情報流通推進協議会, (一社)企業間情報連携推進コンソーシアム, (一社)日本デジタル空間経済連盟, Open Geospatial
Consortium Japan Forum準備委員会, (一財)日本貿易関係手続簡易化協会, 地方共同法人日本下水道事業団
(特非)超教育ラボラトリーInc., TMI総合法律事務所, 香川総合法律事務所, (株)COUNTER WORKS, (同)アルシオン, 長島・大野・常松法律事務所, (株)日
経BP, 本多崇土地家屋調査士事務所, (株)カーロポスト, (株)ラルズネット, 第一環境(株), WED(株), (株)エフエムディービー, (株)ヒト・コミュニケーションズ,
（一財）下水道事業支援センター

【自治体会員】
（岩手県）遠野市,一戸町（宮城県）仙台市,涌谷町（秋田県）大館市,にかほ市,五城目町（山形県）山形市（福島県）白河市,棚倉町
（茨城県）水戸市,笠間市,五霞町（群馬県）前橋市,伊勢崎市（埼玉県）川越市,久喜市（千葉県）浦安市,八街市,
芝山町（東京都）東京都,中央区,台東区,目黒区,渋谷区,豊島区,練馬区、杉並区（神奈川県）横浜市,相模原市
（新潟県）柏崎市,阿賀野市（長野県）軽井沢町（静岡県）沼津市,掛川市（愛知県）豊橋市,岡崎市
（岐阜県）岐阜市
（京都府）京都市（大阪府）枚方市,茨木市,四條畷市（兵庫県）西宮市,加古川市,宝塚市（奈良県）奈良市,大和郡山市（和歌山県）和歌山市
（島根県）安来市,隠岐の島町（岡山県）吉備中央町（広島県）広島県,尾道市,府中市（山口県）光市,周南市（徳島県）北島町（香川県）土庄町（愛媛県）今治市
（福岡県）宗像市,飯塚市（佐賀県）嬉野市（長崎県）佐世保市（熊本県）八代市,玉名市,阿蘇市（鹿児島県）枕崎市,指宿市,志布志市（沖縄県）宮古島市 44



＜BIM推進会議構成団体：26団体＞
（一社）buildingSMART Japan , （公社）日本建築士会連合会, （一社）日本建築士事務所協会連合会, （公社）日本建築家協会, （一社）日本建築構造技術
者協会, （一社）日本設備設計事務所協会連合会, （一社）建築設備技術者協会, （公社）日本建築積算協会,日本建築行政会議, （一財）日本建築センター,
（一社）日本建設業連合会, （一社）全国建設業協会, （一社）日本電設工業協会, （一社）日本空調衛生工事業協会, （一社）日本建材・住宅設備産業協会,
（一社）住宅生産団体連合会, （公社）日本ファシリティマネジメント協会, BIMライブラリ技術研究組合, （一社）不動産協会, （一社）日本コンストラクション・マ
ネジメント協会 等
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＜PLATEAUコンソーシアム会員企業：414社＞
【民間】一般社団法人社会基盤情報流通推進協議会（AIGID） , (株)アブストラクトエンジン, (株)安藤・間, (株)Wanget ,エヌシーイー(株) , (株)ＮＴＴアーバン
ソリューションズ総合研究所, (株)Ｆ・Ｃ, (一社)大手町・丸の内・有楽町地区まちづくり協議会, OpenStreet(株) , (有)岡田商会, (株)オリエンタルコンサルタン
ツ, (公財)九州経済調査協会, (株)協振技建, (株)京風とまと, (株)草野測器社, (一社)コード・フォー・ジャパン,日建設計コンストラクション・マネジメント(株) ,
(株)サンビーム, (株)ＪＲ西日本コミュニケーションズ, (株)JTOWER, (株)JTB, (一社)社会基盤情報流通推進協議会, (株)住宅性能評価センター, 伸栄開発
(株) , (株)ゼンリン,損害保険ジャパン(株) ,ダイナミックマッププラットフォーム(株) ,大日本ダイヤコンサルタント(株) ,大和ハウス工業(株) ,中央コンサルタン
ツ(株) , (特非)超教育ラボラトリーInc. , (株)千代田コンサルタント, (株)テプコシステムズ, (株)電通総研, (株)東急コミュニティー,東急不動産ホールディングス
(株) ,東京建物(株) , (株)東洋設計, (株)トプコンソキアポジショニングジャパン,日鉄興和不動産(株) ,日本航空(株) , (株)日本旅行, (株)ノア技術コンサルタン
ト, (株)Nospare , (株)野村総合研究所, (特非)バーチャルクロスリンク, (株)博報堂ＤＹホールディングス,ヤマハ発動機(株)・ヤマハモーターソリューション
(株) ,阪急阪神不動産(株) ,東日本旅客鉄道(株) ,福島産業創生協議会, (株)復建技術コンサルタント, (公財)不動産流通推進センター, (株)プライスハブル
ジャパン, (株)ブログウォッチャー, 三菱地所(株), 森ビル(株), (一社)横浜みなとみらい２１, (株)リヴィティエ, (株)りゅうぎん総合研究所, AIQVEONE(株), ア
イサンテクノロジー(株), (株)アイ・トランスポート・ラボ, アヴィバ(株), アクセンチュア(株), アップフロンティア(株), (株)アブストラクトエンジン, アルテアエンジニ
アリング(株), アンシス・ジャパン(株), (株)安藤・間, (株)いい生活, (株)市浦ハウジング＆プランニング, (株)インフォマティクス,インフォ・ラウンジ(株) , (株)ウ
エスコ、ESRIジャパン(株)、NECネッツエスアイ(株)、エヌ・ティ・ティ・インフラネット(株)、(株)エヌ・ティ・ティエムイー、(株)NTTデータ、(株)NTTドコモ、
MS&ADインターリスク総研(株) ,応用技術(株) , (一社)OSGeo日本支部, (株)オオバ, (株)大林組, (有)岡田商会, (株)オリエンタルコンサルタンツ,オリジナ
ル設計(株) ,鹿島建設(株) ,カディンチェ(株) , (株)角川アスキー総合研究所, (株)かんこう, (株)キャドセンター, (株)協振技建, (株)草野測器社, KDDI(株) ,
(一財)計量計画研究所, (株)構造計画研究所, CodeforYOKOHAMA ,国際航業(株) ,日建設計コンストラクション・マネジメント(株) ,サイバネットシステム
(株) , (株)佐藤総合計画, (株)JR東日本建築設計,ＪＲ東日本コンサルタンツ(株) ,ジオ・サーチ(株) ,清水建設(株) ,伸栄開発(株) ,スターツCAM(株) ,
CesiumGS,Inc. ,ソニーグループ(株) ,ソフトバンク(株) ,損害保険料率算出機構,ＳＯＭＰＯリスクマネジメント(株) ,大成建設(株) ,大日本ダイヤコンサルタント
(株) , (株)竹中工務店,ダッソー・システムズ(株) , (株)長大,つくるAI(株) , TIS(株) ,東亜建設技術(株) , (株)東急コミュニティー, (株)東京設計事務所,東邦レ
オ(株) , (株)ドコモ・インサイトマーケティング, TOPPAN(株) , (株)トプコンソキアポジショニングジャパン, (株)ナカノアイシステム, (株)日建設計, (株)日建設
計総合研究所,日本イーエスアイ(株) ,日本工営(株) ,日本電気(株) , (特非)日本不動産カウンセラー協会,ニューラルグループ(株) ,パーコペディアジャパン
(株) , (特非)バーチャルクロスリンク,パシフィックコンサルタンツ(株) , PacificSpatialSolutions(株) , (株)パスコ, (株)パソナ,パナソニック(株) ,早川都市計画
(株) , (株)ビーライズ, (株)ファイブテクノロジー, (株)フォーラムエイト, (株)福山コンサルタント,富士ソフト(株) , (株)フジタ, (株)フジヤマ,復建調査設計(株) ,ボ
ストン・コンサルティング・グループ合同会社, (株)ホロラボ, MapboxJapanG.K. , (株)マップル, (株)三菱地所設計, (株)三菱総合研究所,三菱電機(株) ,ミネ
ベアミツミ(株) , (株)ラック, (株)理経, (株)リコー, (株)WorldLink＆Company ,アダワープジャパン(株) , (株)アナザーブレイン, (株)いい生活,
IntelligenceDesign(株) , (株)Wanget , (株)エイト日本技術開発, (有)岡田商会,オリジナル設計(株) ,カディンチェ(株) , (株)Gugenka , (株)くわや,
(株 )PsychicVRLab , (株 )佐藤総合計画 ,四恩システム (株 ) , ６２Complex(株 ) , (株 )シナスタジア , SingulaChain(株 ) , (株 )SimpleHonesty ,
(株)SYMMETRY , schemeverge(株) , (株)STYLY , (株)センシンロボティクス,つくるAI(株)

（参考）「建築・都市のDX」カンファレンス関係企業リスト③



（参考）「建築・都市のDX」カンファレンス関係企業リスト④
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＜PLATEAUコンソーシアム会員企業：414社＞
【民間】(株)tenshabi ,(株)トラジェクトリー,(株)ナイトレイ,早川都市計画(株) ,(株)プライスハブルジャパン, PLATEAUWindow's ,(株)ヘキメン,(株)ヘリシティ, 
HollowByte合同会社,(株)MIERUNE ,(株)MESON ,(株)Eukarya , LOOVIC(株) ,(株)LociAI ,アジア航測(株) ,アップフロンティア(株) ,(株)いい生活,エアロトヨ
タ(株) ,(株)Ｆ・Ｃ, (株)キャドセンター,KDDIアジャイル開発センター(株) ,国際航業(株) ,(株)佐藤総合計画,つくるAI(株) ,中日本航空(株) ,(株)ナカノアイシステ
ム, (特非)日本PFI・PPP協会, (株)パスコ, (株)マップル,三菱電機(株) ,ミネベアミツミ(株) ,(一財)リモート・センシング技術センター, (株)協振技建, 
(株)StockGraphy,CesiumGS,Inc. ,(株)パスコ, (株)プライスハブルジャパン,ミネベアミツミ(株) ,大和証券（株）
【学術】饗庭伸（東京都立大学都市環境学部 教授）,荒川豊（九州大学大学院システム情報科学研究院 教授）,井上大輔（学校法人 大覚寺学園 嵯峨美術大
学）,内田奈津子(フェリス女学院大学全学教養教育機構 講師) ,大塚信也（九州工業大学工学研究院電気電子工学研究系 教授）,
大西鮎美（神戸大学大学院工学研究科 助教）,門脇耕三（明治大学理工学部 准教授）,川合康央（文教大学情報学部 教授）,瀬戸寿一（駒澤大学文学部地理
学科准教授）,高田百合奈（青山学院大学地球社会共生学部 助教授）,田中和哉（政策研究大学院大学 政策研究院 リサーチ・フェロー）,全邦釘（東京大学
工学系研究科 特任准教授）,寺田努（神戸大学大学院工学研究科 教授）,豊田啓介（東京大学生産技術研究所 特任教授）,西田司（東京理科大学創域理工学
部准教授）,古橋大地（青山学院大学地球社会共生学部 教授）,麻剣英（明海大学不動産学部 講師）,南政樹（PwCコンサルティング合同会社 シニアマネー
ジャー,元慶應義塾大学ドローン社会共創コンソーシアム 副代表）,湯村翼（北海道情報大学情報メディア学部 准教授）,吉村有司（東京大学先端科学技術研
究センター 特任准教授）,渡邉英徳（東京大学大学院情報学環・学際情報学府 教授）
【公共】北海道札幌市,北海道室蘭市,北海道帯広市,北海道北広島市,北海道更別村,青森県青森市,青森県むつ市,岩手県盛岡市,岩手県宮古市,宮城県仙台
市,宮城県塩竈市,秋田県大館市,山形県大石田町,福島県福島市,福島県郡山市,福島県いわき市,福島県白河市,福島県相馬市,福島県二本松市,茨城県つく
ば市,茨城県鉾田市,茨城県境町,栃木県宇都宮市,栃木県佐野市,群馬県前橋市,群馬県桐生市,群馬県館林市,埼玉県、埼玉県さいたま市、埼玉県熊谷市,埼
玉県行田市,埼玉県戸田市,埼玉県新座市,埼玉県富士見市,埼玉県蓮田市,埼玉県白岡市,埼玉県毛呂山町,千葉県千葉市,千葉県木更津市,千葉県茂原市,
千葉県柏市,千葉県八千代市,千葉県八街市,千葉県芝山町,東京都,東京都中央区,東京都台東区,東京都目黒区,東京都渋谷区,東京都杉並区,東京都荒川
区,東京都板橋区,東京都江戸川区,東京都八王子市,東京都調布市,東京都東村山市,東京都狛江市,東京都あきる野市,神奈川県横浜市,神奈川県川崎市,神
奈川県相模原市,神奈川県横須賀市,神奈川県鎌倉市,神奈川県藤沢市,神奈川県茅ヶ崎市,神奈川県厚木市,神奈川県大和市,神奈川県寒川町,神奈川県箱
根町,新潟県新潟市,新潟県長岡市,新潟県加茂市,富山県高岡市,石川県金沢市,石川県加賀市,福井県坂井市,山梨県甲府市,長野県諏訪市,長野県伊那市,
長野県茅野市,長野県塩尻市,長野県佐久市,長野県安曇野市,岐阜県岐阜市,岐阜県大垣市,岐阜県高山市,岐阜県瑞浪市,岐阜県美濃加茂市,静岡県,静岡
県静岡市,静岡県浜松市,静岡県沼津市,静岡県熱海市,静岡県三島市,静岡県掛川市,静岡県菊川市,愛知県名古屋市,愛知県豊橋市,愛知県岡崎市,愛知県
春日井市,愛知県津島市,愛知県刈谷市,愛知県豊田市,愛知県日進市,愛知県北名古屋市,三重県四日市市,三重県伊勢市,三重県桑名市,三重県熊野市,京
都府京都市,京都府宮津市,大阪府,大阪府大阪市,大阪府堺市,大阪府豊中市,大阪府池田市,大阪府高槻市,大阪府河内長野市,大阪府柏原市,大阪府摂津
市,大阪府東大阪市,大阪府四條畷市,大阪府忠岡町,兵庫県,兵庫県尼崎市,兵庫県伊丹市,兵庫県相生市,兵庫県加古川市,兵庫県三木市,兵庫県たつの市,
奈良県大和高田市,和歌山県和歌山市,和歌山県橋本市,鳥取県,鳥取県鳥取市,鳥取県米子市,鳥取県境港市,島根県松江市,島根県益田市,島根県隠岐の島
町,岡山県岡山市,岡山県倉敷市,岡山県津山市,岡山県浅口市,広島県,広島県広島市,広島県呉市,広島県竹原市,広島県福山市,広島県府中市,広島県三次
市,広島県海田町,山口県下関市,山口県防府市,山口県岩国市,山口県周南市,徳島県徳島市,香川県高松市,香川県さぬき市,香川県土庄町,愛媛県,愛媛県松
山市,愛媛県八幡浜市,愛媛県東温市,高知県南国市,高知県香美市,高知県いの町,福岡県北九州市,福岡県福岡市,福岡県大牟田市,福岡県久留米市,福岡
県飯塚市,福岡県宗像市,福岡県古賀市,福岡県うきは市,福岡県新宮町,福岡県遠賀町,福岡県筑前町,佐賀県鳥栖市,佐賀県伊万里市,佐賀県武雄市,佐賀県
基山町,佐賀県江北町,長崎県佐世保市,長崎県松浦市,長崎県波佐見町,熊本県熊本市,熊本県荒尾市,熊本県玉名市,熊本県宇城市,熊本県西原村,熊本県
益城町,熊本県芦北町,大分県大分市,大分県日田市,大分県佐伯市,大分県臼杵市,大分県杵築市,宮崎県延岡市,鹿児島県薩摩川内市,鹿児島県南さつま市,
沖縄県那覇市,沖縄県八重瀬町,国土交通省都市局,国土交通省国土地理院
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（参考）「建築・都市のDX」のこれまで（BIM、３D都市モデル、不動産ID、地理空間情報）



（参考）BIM（Building Information Modelling）とは
「建築・都市のDX」のこれまで
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（参考）建築BIM推進会議について
「建築・都市のDX」のこれまで
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





（参考）BIM図面審査とBIMデータ審査
「建築・都市のDX」のこれまで
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（参考）３D都市モデルとは（Project PLATEAU ）


（プラトー）



「建築・都市のDX」のこれまで
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


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（参考）Project PLATEAUの取組概要
「建築・都市のDX」のこれまで
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 Project PLATEAUの取組開始から3年目を迎えた2022年度には地方公共団体に対する補助制度を創設し、3D
都市モデルの整備・活用を促進。整備済都市数は、令和７年度末に約300都市に達する見込み。

 「2027年度までに500都市を整備」等の実現を目標として掲げ、3D都市モデルの整備拡大・社会実装の実現に向け
た取組を推進。

■ 3D都市モデルの整備状況 ■ 3D都市モデルの活用（ユースケース開発）

■ 3D都市モデルのオープンデータ化

• 3D都市モデルのデータや技術資料等を公開。 3D都市
モデルのデータは二次利用を可能とすることで、各分野に
おける研究開発や商用利用を促進。

• ハッカソンの開催、ハンズオン支援等を実施し、
PLATEAUのコミュニティ形成を支援。

• 防災・防犯、環境・エネルギー、まちづくり、モビリティ、地域活性化・観光等の多様な分野で
活用事例（ユースケース）を創出し、地域課題の解決やニーズに合わせたサービスを創出

浸水状況の３次元可視化
（2022年度補助事業。埼玉県戸田市）

市民参加型まちづくり
（2023年度直轄事業。東京都八王子市等）

災害リスクを3次元化し、建物データ（階数、構造等）と
合わせた分析により、都市スケールで「垂直避難」可能な
建物を抽出。防災指針の検討に活用することを目指す。

XR技術を活用したまちづくりWS運営システムを開発。複雑
な都市開発を直感的に理解可能とすることで、まちづくりへの
市民参加を活性化させる。

2020年度:約60都市
2022年度:約130都市
※地方公共団体への補助制度を創設

2023年度:約200都市
2024年度:約250都市
※民間事業者等への補助制度・間接補助制度を

創設

→2025年度:約300都市（予定）
→2027年度:500都市（目標）

（いずれも各年度末時点の数字）



（参考）不動産IDとは

＋不動産ID 郵便番号 住所 位置情報

123456789 1000013 千代田区霞が関
2－1－1

35.434863
/139.688193

 不動産は、一意に識別（特定）することが難しく、所在地の住所も表記ゆれ等が存在し、DXや情報連携のボトルネックとなってい
る。国土交通省としては、全国の不動産にID（不動産ID）を付与し、不動産を一意に特定できる環境整備を図る方針。

 現在は、2027年度中の試験運用開始（一部先行整備地域）を目指して、データ整備の検証やユースケースの検討等を実施して
いるところ。

施策の背景・現状

不動産ID

∙ 不動産毎に付番されるコード

∙ 位置情報を含み、不動産を一意に
特定することが可能

∙ 番号体系は検討中

不動産ID

不動産ID

不動産ID

不動産ID

不動産ID

不動産ID

不動産ID

不動産ごとに付番され、
IDにより建物を特定することが可能

緯度:35.434863
経度:139.688193

ＤＸや情報連携を進めるために不動産を一意に識別できる環境の整備が必要!

不動産を一意に特定することは難しく…

登記では、建物・土地とも「地番」
で管理
住居表示エリアでは日常は住所を
使用

住所と地番の混在
1つの住所に100以上の建物があ
る場合も各地に存在
（「1住所複数建物」は全国約
20％、東京都は40％程度
2023年度国土交通省推計）

1住所複数建物
「１住所複数建物」などの地域で
は識別のために通称住所が流通す
る場合も

通称住所
例）千代田区 霞が関

表記のゆれ

霞ヶ関
霞ケ関

霞ヵ関

(正しい表記)

(表記ゆれ)

☞
(イメージ)

〒100-0013
東京都千代田区霞が関2-1-1
MLTビルディング

不動産IDにより、
郵便番号・住所・位置情報を一元的に管理

「建築・都市のDX」のこれまで
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（参考）不動産IDの取組概要
 不動産IDの普及促進に向けて、国土交通省では、令和５年度に「不動産ID官民連携協議会」を設置し、不動産登記

情報を活用した不動産IDによる実証事業等を実施した。

 当該実証事業等により不動産登記情報を活用した不動産IDの実現について課題が明らかとなったため、令和６年度以降
は、不動産登記情報ではなく、日本郵便株式会社が保有する住所データを用いて不動産IDを生成する方法について検
討を行っているところ。

令和6年度の検討成果

３．不動産IDへの位置情報の付与に関する検討着手

・１住所複数建物を区別する手法として、不動産IDに位置情報を付与する検討を開始。

２．日本郵便㈱の住所データの網羅性の検証

・ 日本郵便のデータを用いて不動産IDを試作し、網羅率が90％以上であることを確認。

（不動産IDの基データとして日本郵便の住所データを用いることの優位性を確認）

１．日本郵便データを不動産ID用データへと変換する手法の検討

・ “郵便受箱ごと”の日本郵便データを“建物ごと”の不動産IDデータに変換する業務フロー

について、一部郵便局で試行を実施。

令和7年度の検討内容

２．不動産IDに位置情報を付与する手法の検討

・ 不動産IDに、位置情報を付与するための手法について、郵便局での試行を通じ、実現

可能なプロセスを検討。

1. 不動産ID用データ生成手法の検討（試行郵便局の拡大）

・ 日本郵便データを建物ごとのデータに変換する方法について、試行郵便局を拡大し、不動

産ID生成プロセスの整理・検証を実施。

３．2027年度中の試験運用開始に向けた先行整備地域の検討

・ 先行整備地域の候補自治体と、不動産IDの行政分野における想定ユースケースにつ

いて協議を開始

・ 今年度の施行を通じて生成した不動産ID仮データを用いた一部実証も実施

４．不動産IDの仕組みに関する検討着手

・ 不動産IDの仕組みに関する検討に着手

・ 来年度、各種ルールの検討を本格化させる想定

「建築・都市のDX」のこれまで
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地理空間情報活用推進基本法と準天頂衛星システム「みちびき」の歩み
○2007年の「地理空間情報活用推進基本法」成立以降、「みちびき」の初号機打上げ（2010年）や４機体制の構築による高精

度測位サービスの提供開始（2018年）等の基盤技術の整備を経て、産学官の多様な分野でG空間技術の実装が進展。

○ ７機体制の構築※1や、その先の11機体制の構築※2により、測位サービスのさらなる充実が期待される。
※1 他国のシステムに頼らず、みちびきのみでの測位が可能となる。
※2 ７機のうち、どの１機が故障しても測位可能となる。また、サービスエリアの拡大が可能となる。

2007年度
地理空間情報活用推進基本法成立

2010年度
みちびき初号機打上げ

2018年度
４機体制によるサービス開始

（センチメータ級測位補強
サービス含む）

５,7号機を打上げ
（7機体制構築）

11機体制に向けた開発2011年度
４機体制整備、

７機体制を目指すことを閣議決定

2016年度
Ｇ空間情報センター設立

○G空間情報（Ｇ:Geospatial）とは、衛星測位
等によって得られた位置や時間、それらに紐づく多様
な情報である。

○G空間情報は、地理情報システム（GIS）によって
可視化することにより、防災・災害復旧や海洋政策の
高度化、交通・建設・農業等の多様な分野における
生産性の向上に寄与する。

GIS:Geographic Information System
…位置に関するデータを電子地図上に視覚的

に表示し、分析するシステム

地理情報システム（GIS）

避難施設情報

災害時の自動
車通行実績情
報

基盤的地図情報

重ね合わせる

災害時の安全な
避難ルート

（例）

2025.2.2
6号機打上げ

（「みちびき」、
GPS等）

衛星測位

地理空間情報の技術基盤

高精度測位を支える電子基準点

2021年度
初号機後続機打上げ

2023年度
７機体制整備、

11機体制を目指すことを閣議決定

（参考）G空間プロジェクトとは
「建築・都市のDX」のこれまで
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デ
ー
タ
連
携
（
つ
な
ぐ
）

不動産関係データを誰でも容易に利用できるよう
地図上で重ね合わせて可視化、API連携により
新サービス創出の促進

官民の多様な主体による地理空間情報の活用促進

実
装
・
産
業
化

（
仲
間
を
増
や
す
）

デ
ー
タ
整
備
（
つ
く
る
）

洪水浸水想定区域

国土全体をカバーする信頼性・統一性の高い公的GISデータを提供

• 多様な地理空間情報を容易に連携・分析できる環境
（システム）の構築

• ３Dモデルや三次元人流データ等避難計画の策定や
経路案内への活用に向けた検討

人々の生活を豊かにする「建築・都市のDX」

●国土数値情報の整備・更新

河川

●ユーザー・コミュニティの拡大 ●産学官の連携強化

• 地理空間情報を活用したデータ
チャレンジ等によるデータサイエン
ティスト、ユーザーの拡大・発掘 • 官民双方向のコミュニケーションやニーズに基づく施策展

開のためのスペシャルサポーターの知見の活用

～測量・地図産業の垣根を越えた幅広い成⾧分野の育成～地理空間情報の産業化

～地理空間情報を誰もが連携・活用しやすい環境の整備～

●３Dモデルや連携キーの整備

• 災害ハザードエリアの整備
洪水浸水想定区域等

• 土地利用メッシュデータ (第10次)の整備
• 国土数値情報DLサイトの運用
（R8～ガバメントクラウド移行に向けた準備）

都市全体の空間情報の
3次元デジタル化

建築物の形状・材質・
施工方法の3次元データ化

• BIM、3D都市モデルの３Dモデルの整備推進やデー
タをつなぐキーとなる不動産IDの整備

建築BIM 3D都市モデル

●「建築・都市のDX」を核とした３Dデータ連携

～建物内外から都市全体まで再現した
デジタルツインの構築～

不動産IDで、BIM、3D都市モデルの３Dモデルや国土数
値情報等の地理空間情報を連携

●不動産情報ライブラリの運用・機能強化

●地理空間情報の
AI活用の推進

• AIを活用したデータ
整備やデータ利用
の検討

土地利用の
変化の分析

●人流データ等の活用促進

三次元人流×デジタルツイン3Dモデルを活用した防災シミュレーション

※年間1800万ページビュー(R6年度)

人流データの活用のための
ガイドラインの作成等

• 産業の垣根を越えた社会実装や新ビジネスの創出等に向
けた産学官の連携強化を図るイベントの開催

カウントデータ
ある地点を
通過した

人数をカウント

滞留データ
ある空間内に

一定時間以上いた
人数をカウント

（人流データの一例）

●土地履歴調査等の実施
• 災害履歴データ等の整備

土地利用、森林地域、国有林野、農業地域 など土地利用

行政区域、小学校区、中学校区、人口集中地区 など行政地域

洪水・津波・高潮浸水想定区域など災害リスク

河川、湖沼、海岸線、ダム、標高・傾斜度 など水域・地形

都市計画決定情報、立地適正化計画区域 など都市計画

地価公示、都道府県地価調査地価

将来人口推計メッシュ、位置参照情報 などその他

国土数値情報の主な整備データ（約190種類）

（参考）地理空間情報に関する取組
「建築・都市のDX」のこれまで
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